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学校と銃
―現代アメリカの学校における大量射殺事件と対応―

鵜　浦　　　裕＊

［要旨］人種差別、避妊・中絶、同性愛、マリファナなど、アメリカがかかえる社会問題はど

れも深刻かつ複雑である。経済問題のように数字のレベルで歩み寄り、妥協点を探ることが

できればよいが、これらの社会問題は生命、自由、平等、宗教、善悪や安全の基準など、個

人の根本的な価値観にかかわるため、多くの場合、選挙か裁判で決着をつけるしかない。し

かもその決着すら、仕切り直しにすぎず、終わりの見えない対立が続くことになる。まさに

社会を引き裂く、ウェッジ・イシュー（争点）といわれる所以である。本論では、こうした

社会イシューのなかから「銃」の問題を選び、とくに学校現場に照準を合わせながら、連邦

から州にいたるまで、その全体を概観する。

一 . はじめに―なぜ銃の問題をとりあげるか

人種差別、避妊・中絶、同性愛、マリファナなど、アメリカがかかえる社会問題はどれも深

刻かつ複雑である。経済問題のように数字のレベルで歩み寄り、妥協点を探ることができれば

よいが、これらの社会問題は生命、自由、平等、宗教、善悪の基準など、個人の根本的な価値

観にかかわるため、多くの場合、選挙か裁判で決着をつけるしかない。しかもその決着すら、

仕切り直しにすぎず、終わりの見えない対立が続くことになる。まさに社会を引き裂く、ウェッ

ジ・イシュー（争点）であるといわれる所以である。

本論では、こうした社会イシューのなかから「銃」の問題を選び、とくに学校現場に照準を

合わせながら、連邦から州にいたるまで、その全体を概観する。

現在、アメリカの銃問題は救い難い状況にある。一方で、年間の犠牲者数は1万8千人の自殺、
1万2千人の他殺をあわせて3万人を超える［CDC, 2010］。

また一度に大量の死者を出す乱射事件は、近年、その頻度を増している。4人以上の犠牲者

がある場合を大量射殺事件（mass shooting）とするFBIの定義に基づいて、2006年以来の犠牲

者の数が146人にのぼるという報道もある［UT: Dec 2, 13］。乱射事件は「よくあること」の
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一つになりつつある。学校が事件現場になることも多い。
1999年のコロラド州コロンバイン高校事件、2007年のバージニア工芸大学事件、2009年の

アラバマ州サムソン事件、ニュー・ヨーク州ビンガムトン事件、テキサス州フォート・フッド

事件など、二桁を超える犠牲者を出す乱射事件が後を絶たない［WP: May 29, 14］。

ここ数年に限ってみても、下院議員が襲撃され、5名の犠牲者を出した、2011年のトゥーソ

ン事件、コロラド州オーロラ事件、そして小学生20名を含む26名の犠牲者を出したサンディ・

フック小学校乱射事件がある。学校が犯行現場になることも多い。これらの犯人には、いずれ

も、地方の小都市、白人、男性、若者、精神病、薬物という特徴が共通している［WP: Jan 4, 
13; May 29, 14］。

他方で、規制は一向にすすまず、“guns-everyone,” “guns-everywhere”といわれるように、むし

ろ全国的に銃の所有・携帯の権利を拡大しつつある。

いずれにせよ、銃による犠牲が極限に達した、まさにその時に、司法も立法も行政も、個人

の「銃」の権利を拡大しているという意味で、アメリカの状況は救い難い。

なぜそうなるのか。なぜ乱射による大量殺事件を防ぐことができないのか？　それにもかか

わらず、なぜ銃を所有・携帯する個人の権利が拡大するのか？　そして、なぜ政治的な解決が

難しいのか？　これらの疑問にいくらかでも答えることが本論文の目的である。

情報源は以下のとおりである。銃関連の報道については『ザ・ワシントン・ポスト』、『ザ・ニュー

ヨーク・タイムズ』、『ザ・ウォール・ストリート・ジャーナル』の各オンライン版を参考にした。

一つの報道のまちがいにそなえて、複数の報道メディアを使うことにする。

最大の情報源は『ザ・ワシントン・ポスト』である。引用、参考ともに、多用した。ピュー

リッツァ賞の受賞も多い。しかし2013年、同紙はアマゾンのCEOジェフ・ベイゾフ個人に買

収されている。課金のあとのことであるが、これからさらに、どのような変化があるのか、気

になるところである。
3紙とも、報道だけでなく、地図や統計など、グラフィックなプレゼンも多く、わかりやすい。

その多くを大学の講義で利用させてもらっているが、本論でも一部を使っている。

世論調査としては主に、『ギャラップ』のオンライン版を利用した。確かに日常でも味見や

血液検査のさい似たようなことをしているが、たとえ、無作為抽出を仮定したとしても、所詮、

スナップショット（この言葉は銃関連の言葉）しての限界があることを断っておきたい。

二 . 問題の見方

銃の所有・携帯をめぐる問題を政治におけるホット・イシューの一つとしてみていくが、そ

のさいには、アメリカの参加型の民主主義における物事の決まり方を重視しながら論をすすめ

たい。
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確かに政治の表舞台は、大統領、連邦議会、そして連邦最高裁判所などにある。確かにニュー

ズ・メディアの注目度が高いこともあり、そうした地位にあるエリートだけが政治を動かして

いるかのようにみえる。

しかしじっさいの政治はグラスルーツの有権者の参加から始まる。経済か社会かを問わず、

イシューをめぐる賛否の態度を明確にした業界団体、市民団体、シンク・タンクなど各種の団

体が巷で、有権者に働きかけ、活発な組織化をおこなう。その主張に共鳴する有権者はその団

体の会員となり、会費を払う。こうしてかなりの資金力と集票力をそなえ、献金を中心とした

選挙活動を通して、それぞれの立場に好意的な候補者を州議会や連邦議会に送り込もうとする。

結果として、草の根レベルの対立は、州政府や連邦政府に持ち込まれ、州知事や大統領を当選

させた陣営、また議会の多数派を実現させた陣営が、自らの主張を実現させることになる。

下の左図は、有権者が市民団体や業界団体に組織され、選挙に影響する、あるいはロビイス

トを通して、連邦政府や州政府に陳情する流れをあらわしている。ただし政府を構成する、3

つの主要な部分は、下の右図があらわしている。

このように、参加型の民主主義プロセスに着目することで、銃イシューについても、団体に

よる有権者の組織化から、選挙への影響、議会や行政へのロビー活動、そして法廷闘争の戦略

にいたるまで、その政治過程を全体的にみることができる。
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三 . 合衆国憲法と最近の最高裁判決

さて本論が問題とする銃の所有・携帯については、合衆国憲法の修正第二条として、「人権

規定」の文脈なかに位置づけられている。なぜ銃の所有・携帯が言論の自由を初めとする他の

自由とともに、「人権規定」なかに収められたのか。その意味については、既に、検討した［鵜

浦 2013］。ここでは、確認のために、修正第二条だけを以下に示しておく。

（原文）A well regulated militia, being necessary to the security of a free state, 
the right of the people to keep and bear arms, shall not be infringed.

（日本語訳）規律ある民兵は、自由な国家の安全にとって必要であるから、

人民が武器を保有しまた携帯する権利は、これを侵してはならない。（下線筆者）

このように銃を所有・携帯する権利は合衆国憲法によって保障されている。従来、同条はそ

の権利を個人にも保障するか、連邦政府だけでなく州（郡・市）政府に対しても適用されるか、

という2つの問題があった。

しかし2008年の「ヘラー対DC」において、最高裁は5対4で、ワシントンDCの銃規制法を

違憲と判断し、自宅で所有・携帯する個人の権利を認めた。ただしワシントンDCは連邦政府

直轄の都市であるため、この時点で、判決が他の都市へ自動的に適用されたわけではない［NYT: 
Jun 27, 08］。

続いて、2010年の「マクドナルド対シカゴ」訴訟において、連邦政府も州（郡・市）政府も、

銃器を所有・携帯する個人の権利を侵害できないと判断し、シカゴ市の条例に違憲判決を下し

た。［NYT: Jun 28, 10］。

こうして、さきの「ヘラー判決」は連邦政府だけでなく、州郡市の政府にも適用されること

になったのである。その後、銃規制の焦点は、自宅以外で、個人はどこまで銃を所有・携帯で

きるか、という問題になっている庁舎（連邦、州・市・郡）、学校、病院など、慎重な判断を

要するスペースもある。

四 . 議会と行政

現在、ガン・ライツ派と規制派はさきの最高裁判決を受けて、銃器の種類、マガジンの容量、

携帯できる場所、権利回復など、連邦レベルでも州レベルでも、所有・携帯の細則をめぐって、

激しい綱引きを展開している［NYT: Sept 15, 13］。

連邦議会では、かつて銃の所有・携帯を全面的に禁止する立法をしたことがない。確かに連

邦銃器法（1934）、犯罪防止・街頭安全総合法（1968）、ブレイディ法（1993）、暴力犯罪制御
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執行法（1994）によって、連邦議会は銃規制を強化した。しかし抜け道（loophole）がともなっ

ていたり、成立後に一部改正されたりしている。あるいは銃所有者保護法（1986）「ティーハー

ト修正」（2003）によって、所有者や製造者や販売者を保護するために、規制を緩和している。

詳細については［鵜浦2013］を参照してほしい。

また連邦の行政についても、たとえば司法省の機関であるアルコール・タバコ・火器及び爆発

物取締局（Bureau of Alcohol, Tobacco, firearms an Explosives、通称ATF）は、予算、人員が抑えら

れるだけでなく、大統領による指名が上院の承認を得られず、06年から13年8月まで、長官が決

まらなかった［NYT: Jan 16, 13］。このように、その監視や取締りの機能を十分に果たすことがで

きないありさまである。それどころか、それらのハンディを補うために、「ガン・ランナー」や

「ファースト・アンド・フユリアス」など、無謀ともいえるおとり捜査を実施し、失策を重ねて

いる［WP: May 25, 13］。

州レベルとDCをみると、全体としては、連邦レベルと同じように規制の緩和に向かいつつある。

かつてはDCやシカゴのように、全面的な禁止条例をもつ都市もあったが、既に述べた最高裁の

判決以降、それらは廃止されている。

地域的には、北東部、カリフォルニア、そしてイリノイなど、大都市をかかえる州の銃規制は

相対的に厳しい。他方、それ以外の地域の州では、概ね、銃規制は厳しくない。とくにメキシコ

国境沿いの、いわゆる、ボーダー・ステイツの緩和の傾向には著しいものがある。

州議会で問題となる銃の規制あるいは緩和の主な争点は、いくつかある。たとえば、条件を満

たせば、申請者に銃の所有・携帯の許可証を必ず発行しなければならない州を「シャル・イシュー・

ステイト」（Shall Issue State）と呼び、条件を満たしていても、当局に一定の裁量を認める州を「メイ・

イシュー・ステイト」（May Issue State）と呼ぶ。なかには講習の受講を義務づける州もある。所有・

携帯を認められる銃器の種類や弾倉の弾数についても、州によるちがいがある。携帯の方法につ

いては、最近まで隠匿銃を認めない州があった。しかし2013年のイリノイ州の許可をもって、50

州とDCのすべてにおいて隠匿銃が許可されている。銃の携帯が認められる空間についても、職場、

駐車場、ポスト・オフィス（アメリカの場合、配達しない地域では、郵便局に郵便物の保管場所

がある。しかし警備員がいないため、身の安全は保障されない）、レストラン、バー、学校、病院、

教会など、州によって規則が異なる。購入申請の後、じっさいに銃を入手するまでの待ち時間に

ついても、州によって規則が異なる。危険を回避することなく踏みとどまり、携帯する銃器によ

る接虚的な反撃を認める、いわゆる「スタンド・ユア・グラウンド」法をもつなど、正当防衛を

認める度合いについても、州によるちがいがある。最後に、精神病や犯罪の履歴のある人たちの、

銃を所有・携帯する権利の回復を認めるかどうかについても、修によるちがいがある。

下の表は、規制派とガン・ライツ派が対立する争点を示す長方形の連続体である。左側（グ

レイの濃い部分）に位置するほど規制が弱く、右側（白い部分）に位置するほど規制が強いこ

とを示す。各州やDCはこれらの連続体のどこかに位置し、その位置がその州の銃規制の強弱

を示す。
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五 . 乱射による大量殺人―とくに学校のケース

2000年以降、乱射による大量殺人事件は増える傾向にある。FBIの報告書によると［FBI: 
Sept 24, 14］、「アクティブ・シューター」（active shooter、人の集まる場所で積極的に射殺（し

ようと）する人）による事件は、2000～2013年において、160件、犠牲者486人、負傷者557

人となっている。下のグラフのとおり、年々、増加の傾向にある。とくに2012年においては、
21件、90人、118人となっている。事件発生の場所については、商業地45％、教育施設25％

である。
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犠牲者の多い事件をみていくと、2007年4月のバージニア工芸大学事件で、犯人はセミ・オー

トマチックのピストル2丁で、32人を射殺し、自殺した。2012年12月、コネティカット州の

サンディ・フック小学校事件で、犯人はセミ・オートマチックのピストル2丁と攻撃用ライフ

ルで、26人（うち、20人は小学生）を射殺し、自殺した。1996年8月のテキサス大学オースティ

ン校事件で、犯人はピストル3丁、ショットガン1丁、攻撃用ライフル3丁で、16人を射殺し、

自殺した。1999年4月のコロラド州コロンバイン・ハイ・スクール事件で、2人の犯人はショッ

トガン2丁、攻撃用ライフル2丁で、13人を射殺し、自殺した。2012年7月、コロラド州映画

館事件で、犯人はピストル2丁、ショットガン1丁、攻撃用ライフル1丁で、12人を射殺した。

キャンパスの事件に限っても、ほかにも、2002年1月、バージニア州のアパラチアン・スクー

ル・オブ・ロー事件で、停学中の学生が学部長、教授、学生を1人ずつ射殺し、3人の学生、3

人の元警察官を負傷させた。2002年10月のアリゾナ州立大学（ツーソン）で、落第した学生

が不合格となった科目の担当教授3人を射殺し、自殺。2007年9月のデラウェアの州立大学の

事件で、1人の学生が友人の学生2人を銃撃し、負傷させた。そのうち1人は1ヵ月後に死亡。
2008年2月、ノーザン・イリノイ大学でも銃撃犯が教室に侵入し、5人を射殺し、16人に怪我

を負わせている。同じく2008年2月のルイジアナ工科大学事件で、1人の女子学生が教室で発

砲し、友人の女子学生2人を射殺し、自殺している。

事件の共通点として、多くの場合、場所が地方の小都市であること、犯人が白人の若い男性、

社会的不適応、奇行、警察による拘留、停学・退学、精神疾患（アスペルガー、不安障害、統

合失調、癇癪、通院、入院、薬物治療の拒否）、暴力的なビデオ・ゲームの愛好者、合法的に

銃を入手または自宅の銃器を使用、過去の大量射殺事件を調べる、強襲以外に「問題」の解決

はないという強迫観念などが、指摘されている［WP: Aug 1, 14; NYT: Sept 24, 14］。

事件の頻度が高いため、毎日アメリカの国内のどこかのキャンパスで、慰霊祭がとりおこな

われる。とくに4月はコロンバイン・ハイ・スクール（コロラド州）とバージニア工芸大学の

乱射事件の年忌にあたる。学校当局と遺族の間には、犯行現場をどう残すかについて、対立も

ある。また遺族からなる団体も組織化されつつある。
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ちなみに連邦政府教育省は、バージニア工芸大学事件直後から4年間の捜査をすすめ、キャ

ンパスにせまる危機について、警告を適時に発することができなかったバージニア工芸大学に

たいし、キャンパス安全法（Clery Act、連邦法）違反で、5万5千ドルの罰金を科した。この

事件の犠牲者の遺族の大半は、2008年6月バージニア州との間で、1,100万ドルの調停をおこ

なっている。しかし2名の犠牲者の親は子の調停に参加せず、同じ理由で同大学を訴えている。

なぜキャンパスの事件発生が多いのか。その答えははっきりしないが、事件後には必ず、2

つの主張が対立する。1つは、もし銃規制がもっと厳しければ、事件を防ぐことができただろ

うという主張である。もう1つは、もし銃規制が緩和され、教員や学生が銃を携帯していれば、

応戦できただろうし、被害者も少なかっただろうという主張である。

後者の主張をうけて、事件後には、キャンパスへの携帯を認める法案が提出される州議会が

ある。たとえば2011年4月、同州議会は短大や大学のキャンパスへの銃の携帯を禁止する州法

の廃止を可決した。ガン・ライツ派は大量殺人を思い留まらせ、学生に反撃のチャンスがある

分、キャンパスは安全になると主張した。ちなみに同州では、21歳以上の許可証をもつ州民

に隠匿銃の携帯を認めている。

しかし銃規制派はキャンパスへの持ち込みは銃犯罪による犠牲者の増加につながると警告す

る。アダム・ウィンクラーは大学教授として、持ち込みを禁止されている方が、キャンパスは

安全だという［NYT: Apr 4, 11］。大量殺人者が廊下をさまようことより、単位を落とされた

学生の怒りのターゲットになることのほうが怖いという。ただし2006年に持ち込みを認めた

ユタ州で、それ以来、キャンパスの銃犯罪が増えたという証拠はない。むしろ禁止されていて

も、小型化された銃は、隠すのが簡単だから、すでにキャンパスに相当数持ち込まれていると

考えた方がよいという。また禁止されていても、乱射事件はおこる。また持ち込みを認めても、

携帯している学生が犯人に直面して、冷静に反撃できるともかぎらない。同級生を誤射する可

能性のほうが大きいかもしれない。

ちなみに、今回のアリゾナ州法案については、2011年3月、ジャン・ブリューワー知事が拒

否権を行使ししたため、廃案となっている。彼女自身は強硬なガン・ライツ派としてそれまで

銃規制を緩和してきたため、予想外の拒否権の行使となった。しかも、その理由を文言がはっ

きりしないためと述べたため、同州におけるキャンパスへの持ち込みの可能性が消えたわけで

はない。じっさい、ガン・ライツ派は次のチャンスをめざして活動を始めているという。

六 . サンディ・フック以後の対応

小学生20人をふくむ、26人の犠牲者を出した、コネティカット州ニュータウンのサンディ・

フック小学校事件（2012年12月14日）は、かつてないほど大きな衝撃をアメリカ全体に与えた。

ニューズ・メディアは声をそろえて、連邦政府による包括的な銃規制の必要を訴えた。それに

煽られるように、世論も高まった。それを受けて、オバマ大統領や銃規制を唱える連邦議会指



—  189  —

学校と銃（鵜浦　裕）

導者は大統領令の発布や法案の策定を約束した。

しかし他方では、今回の事件があっても何も変わらないという「絶望」のような反応も一部

のアメリカ人にはあった。またガン・ライツ派には、今回の事件の一時的な世論の高まりによ

る規制の強化を回避する「自信」のようなものがあった。これらの「絶望」と「自信」に共通

するものは、報道や世論の過熱に踊らされない、当時の情勢に対する冷徹な分析だったと思わ

れる。ちなみにその情勢は2014年10月の時点でも変わらない。

第一に、政治日程からみて、事件の発生は大統領選挙の直後であり、次の選挙（2014年11月）

まで時間があるため、議員は予想される銃規制法案にたいして、選挙と切り離して投票できる。

また3ヵ月ほどで、移民政策など、別の大きな法案の検討が議会を待ち構えている。

第二に、報道や世論の継続性からみて、これまでの経験から、報道や世論は移り気であるこ

とがわかっている。その過熱は3ヵ月ほど続いたあと、その関心は新たな問題へ向かう。今回

サンディ・フック小学校事件の場合も、下のグラフ［WP: Dec 13, 13］のとおりである。

第三に、連邦議会の党派性からみて、下院は共和党にコントロールされ、銃フレンドリーで

あり、銃規制法案が可決される可能性は小さい。上院は民主党にコントロールされているが、

上院運営の責任と権限をもつ、その指導者ハリー・リード（ネバダ州選出）はこれまでガン・

ライツ派を支持し、党内の規制派にブレーキをかけている。

第四に、強力な利益団体「全米ライフル協会」（The National Rifle Association）は全国400万

を超える会員を擁し、献金、政策提言など、ワシントンにおけるロビー活動だけでなく、議員

に対する評価の公表、選挙のさいの意見広告、ボランティア支援により、連邦レベルにおいて

も議員にたいし、依然として、強い影響力をふるっている［WP: Apr 9, 13］。そのため、予想

される銃規制法案へ賛成投票した場合、2年後の選挙への報復を恐れる議員が、民主党内にも
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いるほどである。

第五に、オバマ政権は議会提案と行政措置による銃規制の強化を試みるであろうが、その提

案の多くは議会による承認が必要とされるので、その効果は大きくない。

確かに、連邦レベルでは、事件直後の2013年1月中旬、オバマ大統領は包括的な銃規制を提

案した。第一に、議会提案として、下記の5項目をあげた［WP: Jan 17, 13］。
Universal Background Checks の強化（一部、議会の承認が必要）

銃密売の阻止

戦闘用攻撃銃器と高性能マガジンの禁止（議会の承認が必要）
CDC による銃犯罪研究など、連邦予算の使用（一部、議会の承認が必要）

学校のセキュリティ強化（一部、議会の承認が必要）

とくに精神病対策として、23の行政措置を発表した［WP: Jan 17, 13］。確かに大統領を後押し

する世論もあったが、そのほとんどが連邦議会による立法を必要としていたため、効果は期待

されなかった。

他方、報道や世論の過熱が下火になった2013年4月中旬、連邦上院は68対31で、銃問題を

審議することを可決した。しかし法案はパッケージとしてではなく、個別の論点を別々に議決

している。その主な結果は次のとおりである ［WP: Apr 18, 13］。

「すべての購入に身元調査」（超党派）: 54（民 48, 共 4, 無 2）対 46（5, 41, 0）、否決

「身代り購入の罰則強化」（超党派）: 58（53, 3, 2）対 42（0, 42, 0）、否決

「隠匿銃を他州で携帯」（共和党）: 57（13, 44, 0）対 43（40, 1, 2）、否決

「戦闘用銃器の禁止」（民主党）: 40（38, 1, 1）対 60（15, 44, 1）、否決

「高容量のマガジンの禁止」（民主党）: 46（43, 1, 2）対 54（10, 44, 0）、否決

「所有者のプライバシー保護」（共和党）: 67（22, 45, 0）対 30（28, 0, 2）、可決

「精神病者の連邦プログラム」（超党派）: 95（50, 43, 2）対 2（0, 2,0）、可決

銃規制の強化につながるものは60票を超えることができず、すべて否決されている。

このように連邦政府は議会も行政も、サンディ・フック小学校事件という、アメリカ史上最

悪の事件を、銃規制のきっかけとする事はできなかった。

続いて州レベルの動きをみていく。州議会は包括的な銃規制を立法化した州と銃の所有・携

帯の権利を拡大した州とに二極化した。サンディ・フック小学校事件から一年の間に、およそ
1,500の法案が州外議会に提出され、そのうち109法案が可決され、知事の書名をへて、州法

となっている。109のうち規制を強化する法は39あり、そのうち25は議会と知事を民主党が

コントロールする州のものである。他方、109のうち緩和する法は70であり、そのうち49は

議会と知事を共和党がコントロールする州のものである。

具体的な州の名前をあげると、規制を強化した州には、メリーランド、ニュー・ヨーク、コ

ネティカット、コロラドがある。他方、ガン・ライツを拡大した州には、アラバマ、アーカン

ソー、インディアナ、ルイジアナ、サウス・ダコタ、テネシー、サウス・カロライナ、テキサ
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ス、ユタ、バージニアがある［NYT: Dec 10, 13］。二極化の動きは、事件に影響されるよりも、

現地の地域性やイデオロギーに影響されるのかもしれない［WP: Aug 1, 14］。

二極化する州法を示すために、コネティカット州とアリゾナ州の場合を、下記の通り、対照

表［WP: Aug 1, 14; Aug 30, 14］にまとめた。両州ともに乱射による大量殺人事件を経験したが、

とくにサンディ・フック小学校事件のあとの州民や議会の対応は正反対である。

コネティカット州（A Deep Blue State） アリゾナ州（A Deep Red State）
事件の遺族をはじめ、銃規制支持者が州議会へ

規制強化を求めて、デモ。
議会はすぐに法案を作成、包括的な銃規制法を

可決。
犯人が使用した銃器など、115 種類の半自動銃

器と 10 発を超えるマガジンを禁止。精神病
と学校セキュリティのための予算を可決。

知事諮問委員会は、ホームスクーリングの規制
を提案［WP: Sept 27, 14］

知事選（14.11、現職再選 )

ガン・ライツ派による、隠匿銃を携帯する場所
を拡大する運動が始まる。弾を買い占めが始
まる。

議会は隠匿銃のすべての公共ビルへの携帯を
認める法案を可決、しかし知事が拒否。Colt 
Army Action Revolver を州の公式銃器とし
て指定。2011 年以降、100 近い法案が提出さ
れているが、公共ビルの入口の武装警備員や
配置や金属探知機の設置など、規制法案は知
事の拒否権にあい、銃規制法案は成立してい
ない。ただし精神病歴に関する NICS への報
告を強化する法案は超党派で可決

知事選（14.11、新人どうし )

そのほか注目すべき動きとして、以下のものをあげておく。イリノイ州議会は隠匿銃の許可

を可決し、長年の禁止法を廃止した。上下両院、2/3を超える賛成票により、 知事パット・クウィ

ン（Pat Quinn、D）の拒否権を覆したことで、50州とDCのすべてにおいて隠匿銃の携帯が許

可された［WSJ: Jul 9, 13］。テキサス州議会は、警察が押収した銃を売り、財政のたしにする

ことを決めた［NYT: Aug 24, 13］。コロラド州では、共和党支持者が銃規制法案を提出した州

上院議員3名のうち2名をリコールした。残りの1名は辞任している［WP: Sept 9, 13］。

このように州レベルの動きは、全体として、銃規制の緩和の方向にある。この動きの背景に

ある、「連邦政府対州」という対立の構図にも注目しておきたい。

この対立の構図において、銃は反連邦政府運動のシンボルとなっている。つまり、連邦政府

は、憲法が保障する、個人や州の、銃の所有・携帯の権利を侵害するものとして位置づけられ、

修正第二条を解釈するのは連邦最高裁ではなく、州最高裁だと考えられている［WP: Aug 29, 
14］。このような考え方は、まさに、上院議員ジョン・C・カルフーン（1782-1850、SC）が宣

言した「連邦法の無効」（Doctrine of Nullification）の精神や公民権運動の時代の反連邦精神の

流れをくむものである。

じっさい、いくつかの州議会は「連邦銃規制法無効宣言」州法を可決し、州内の州主権と連

邦法による銃規制を拒否することを確認している。この種の州法については、2014年8月まで

の10年間に、サウスとサウス・ウェスト、マウンテン・ウェストが中心に2/3以上の州で200
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を超える法案が提出されている。こうした州法は、合衆国憲法第8条第3項を根拠とする「銃

器自由法」と、修正第10条を根拠とする「修正第二条保護法」との、二種類にわけられると

いう［NYT: Aug 16, 14］。

最後に、サンディ・フック小学校事件以後の、学校現場の対応をみておきたい。
k-12では、校門、フェンス、補強窓ガラス、防犯カメラなど、施設の安全が強化された［WSJ: 

Aug 25, 14a］。なかには独自に武装警備員を配置する、教員を含め、講習を受けた職員に銃を

携帯させるなどの、対応もみられる。さらに、軍から高性能の戦闘用ライフルを譲り受けた「ス

クール・ポリス」も多い［WP: Sept 16, 14; WSJ: Sept 16, 14］。

とくに5州において、「アクティブ・シューター（active shooter）ドリル」が義務づけられて

いる［WSJ: Sept 3, 14］。この訓練は乱射による大量殺人への対応として、企業、学校、福祉

施設が導入しているものである。偽の銃器を手に犯人に扮装した警官が建物に侵入し、エアソ

フト・ガンでプラスチック製の弾を撃つこともある。スタッフには、ゴーグル（保護面）など

の保護器具を配布する。生徒を訓練に参加させることはないが、予告なしの実施もあり、シミュ

レーションとはいえ、教員からの苦情もあって、やり過ぎとの批判もある。じっさい訴訟（オ

ハイオ、フロリダなど）も起きている。

大学などの高等教育の現場では、従来、隠匿銃の持ち込みは禁止されていた。しかしバージ

ニア工芸大学乱射事件（2007）以来、それを許可する州も増えている。2014年3月の時点で、

隠匿銃のキャンパス携帯にかんする州法の状況は以下のとおりである［NCSL: Mar 7, 14］。
20 州で禁止
23 州で各大学に決定を委任
7 州で許可（ユタ、カンザス、ウィスコンシン、ミシシッピなど）

大学、緊急事態のためのマニュアルを用意し訓練を義務づける大学、教授が教室で暴発事故

を起こす大学［Sept 5, 14］など、さまざまである。

しかしこうした安全対策の施行にもかかわらず、犠牲は減っていない。報道によると、サン

ディ・フック小学校事件から1年の間に、多数の発砲事件が起きている。少なくとも1人が負

傷した事件が53件、少なくとも1人が死亡した事件が20件、大学キャンパスで発生した事件

が35件、k-12キャンパスで発生した事件が39件ある。合計で、生徒の負傷者は36名、死者は
10名、加えてスタッフの負傷者は 6名、死者は12名であるという［WP: Jun 16, 14］。

七 . おわりに

合衆国憲法は銃の所有・携帯を人権の一部として保障している。少なくとも同国最高裁はそ

う解釈している。

アメリカでは、半分近い世帯が銃を所有し、七割を超える人たちが規制に反対している。彼

らの側に立てば、規制を強化することはまちがいである。しかし彼らの主張は、結果として、
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犯罪者、テロ容疑者、精神疾患を持つ人など、本来持つべきではないタイプの人たちによる所

有を可能にしている。そして今のところ、規制派に三権を動かす影響力はない。したがってア

メリカの銃問題については、乱射による大量殺人にたいして政治的には無力だという、きわめ

て悲観的な見通ししかたたないのである。
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